
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 月 

新 潟 県 

 

 

第２期新潟県スポーツ推進プラン 

（素案のたたき台） 

〇当資料はプラン素案のたたき台です。 

〇第２回審議会に御説明した「次期プラン骨子粗案」（第２回審議会「資料２」）

の柱Ⅲと柱Ⅳを入れ替えております。 

〇第４回審議会では、今回（第３回審議会）の委員の皆様のご意見等を踏まえ

て内容修正するとともに、現状・課題のバックデータ（第１回審議会におい

てご説明した現プラン進捗に係るデータ等）、施策に関連するトピック情報、

用語の注釈、令和６年度県民アンケート結果等を追記する予定です。 

資料２－１ 第２期新潟県スポーツ推進プラン 素案のたたき台 
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 第１章 プランの策定  
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１ プラン策定の趣旨                         

 

 新潟県では、平成 28 年度からの９年間を計画期間とする「新潟県スポーツ推

進プラン」（以下、「第１期プラン」という。）を策定し、「県民がスポーツを通

じて豊かな生活を送る社会」をビジョンとして、その実現に向け、「スポーツ振

興と地域活性化の好循環」の創出を目標に取組を進めてきました。 

 

 平成 30 年度以降は、競技力向上と生涯スポーツ振興の一体的な推進に向け、

県の組織体制を見直し、また令和４年度には観光文化スポーツ部の新設によ

り、スポーツを資源とした交流拡大に向けた体制を強化するなど、スポーツに

関わる各分野が力を合わせて取り組んできたところです。 

 

 計画期間においては、国際大会における本県関係選手の活躍や、地域密着型

プロスポーツの盛り上がりを背景とした「みるスポーツ」の拡大など、一定の

成果に結びついた一方、成人のスポーツ実施率や国民スポーツ大会の総合成績

は掲げた目標に届いておらず、より一層の取組を積み重ねていく必要がありま

す。 

 

 また、こどもの時期は、生涯にわたるスポーツへの関わり方や、競技人口の

裾野の拡大に大きな影響を与えるタイミングですが、こどものスポーツ環境は

大きな変化に直面しています。部活動の地域移行も契機として、地域の実情に

応じたこどものスポーツ環境の充実を図ることも重要です。 

 

 加えて、国の「第３期スポーツ基本計画」においては、今後５年間に総合的

かつ計画的に取り組む施策のひとつとして、「スポーツを通じた共生社会の実

現」が掲げられました。本県では、令和３年度に障害者スポーツに関する成果

指標を追加しましたが、着実に進展しているものの目標には届いていません。

国の計画も踏まえ、引き続きインクルーシブなスポーツ環境の整備を進めるこ

とが求められています。 

 

 これらの課題への対応に加え、国の「第３期スポーツ基本計画」や「新潟県

スポーツの推進に関する条例」、次期「新潟県総合計画（仮称）」のほか、少子

高齢化といった社会の変化や、アーバンスポーツ等の新しいスポーツへの関心

の高まりも踏まえ、今後の本県のスポーツ推進に向けた新たな計画を策定する

ものです。 
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２ プランの位置付け                         

  

○ 「第２期新潟県スポーツ推進プラン」（以下、「第２期プラン」という。）は、

上位計画である次期「新潟県総合計画（仮称）」の具体的推進を図るスポーツ部

門の計画であり、本県のスポーツ施策の基本的方向を定めるものです。 

 

○ スポーツ基本法に規定される本県のスポーツ推進に関する計画です。 

 

 

▶スポーツ基本法第 10 条第１項 

都道府県及び市町村の教育委員会（地方教育行政の組織及び運営に関する

法律第 23 条第１項の条例の定めるところによりその長がスポーツに関する

事務（学校における体育に関する事務を除く。）を管理し、及び執行すること

とされた地方公共団体は、スポーツ基本計画を参酌して、その地方の実情に

即したスポーツの推進に関する計画を定めるよう努めるものとする。 

 

 

 

３ プランの期間                            

プランの期間は、上位計画である次期「新潟県総合計画（仮称）」の期間に合

わせ、令和７年度から令和 14 年度末までの８年間とします。 

 

なお、計画期間と内容は、スポーツ情勢の変化への対応などが生じた場合に

は、必要に応じて見直します。 
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４ スポーツの意義と効果                        

 スポーツは、人々の心身の健康の保持増進や運動能力の向上、精神的な充足

感の獲得に寄与するとともに、スポーツ選手の不断の努力と活躍によって、県

民に夢と感動を与え、社会に活力を生みだすなど、大きな力を持っています。 

 

 また、スポーツを行い、観覧し、支えることは、家族や仲間等との触れ合い

はもとより、地域の連帯感を育み、希薄化した人間関係がもたらす様々な弊害

を抱える現代社会において、そのきずなを再構築するうえで欠かせないものと

なっています。 

 

 このような多面にわたるスポーツの役割の重要性を考慮し、スポーツがもつ

県民生活及び地域社会における意義について県民の理解を深め、スポーツに関

する施策を総合的かつ効果的に推進します。 

 

５ プランにおける「スポーツ」の捉え方                 

(１) スポーツの定義 

スポーツ基本法において、スポーツは「心身の健全な発達、健康及び体力の

保持増進、精神的な充足感の獲得、自律心その他の精神の涵（かん）養等のた

めに個人又は集団で行われる運動競技その他の身体活動」と広く定義されてお

ります。 

これを踏まえ、第２期プランにおける「スポーツ」には、競技として勝敗を

主な目的とする「チャンピオンスポーツ」に限らず、幼児や児童の遊び、健康

増進や楽しむこと、仲間づくりを主な目的とするウォーキング・散歩や体操、

レクリエーションスポーツなど、幅広い身体活動を含んでいます。 

ただし、具体的な施策の記述に当たっては、例えばウォーキング等の親しみ

やすい「運動」の普及や健康増進を目的とする「健康づくり」の取組等、より

イメージしやすい言葉を用いています。 

 

(２) スポーツの捉え方 

国の第３期スポーツ基本計画において、スポーツは、「する」「みる」「ささ

える」という様々な形での「自発的な」参画を通して、人々が感じる「楽し

さ」や「喜び」に本質を持つものとして捉えています。また、このような「ス

ポーツそのものがもつ価値」を基本としつつ、スポーツを通じて、他の分野に

も貢献し、優れた効果を波及したり、様々な社会課題を解決することができる

側面を持つ「スポーツが社会活性化等に寄与する価値」にも着目しています。 

第２期プランにおいても同様に捉え、こうしたスポーツの持つ多面的な価値

を更に高めていく施策に取り組みます。 
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第２章 プランの基本的考え方 
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１ ビジョン                              

第２期プランでは、第１期プランのビジョンを引き継ぎ、「県民がスポーツを

通じて豊かな生活を送る社会」の実現を目指します。 

                     

「豊かな生活」とは、県民の誰もがスポーツを通じ、生涯をとおして自己実

現や生きがいづくりに取り組むとともに、運動能力の向上や健康増進を図る、

健康で活力に満ちた生活を指します。 

  

２ 目標                                

ビジョンの実現に向け、第２期プランでは、誰もが、いつでも身近な地域で

スポーツに親しむことができる環境を整えるとともに、県民に夢と感動を与え

るトップアスリートの輩出や、スポーツを資源とした地域活性化・交流拡大に

取り組みます。 

そして、これを支える人や組織の主体的な取組や連携・協働を促すととも

に、場の充実など、地域のスポーツ実施体制の整備・充実を図ります。 

これらの取組について４つの施策の柱として整理し、各施策が互いに効果を

高め合う「スポーツ振興と地域活性化の好循環」の創出を目標に進めていきま

す。 

 

 

３ 施策体系図                              

多様な主体における 

スポーツ機会の創出 

地域のスポーツ 

実施体制の 
整備・充実 世界や全国で 

活躍する 

トップアスリートの育成 

スポーツを 

資源とした 

地域活性化・ 
交流拡大 

施策の柱Ⅰ 

施策の柱Ⅱ  施策の柱Ⅲ  

施策の柱Ⅳ 
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目  標： 「県民がスポーツを通じて豊かな生活を送る社会」の実現 

ビジョン： 「スポーツ振興と地域活性化の好循環」の創出 

施 策 の 柱 主  要  施  策 

Ⅰ 多様な主体にお

けるスポーツ機

会の創出 

1. こどものスポーツへの意欲向上や習慣化等に取り組み

ます。 

2. スポーツに親しみのない人々のスポーツ参加を促しま

す。 

3. スポーツ愛好者がスポーツを楽しむ機会を拡充しま

す。 

4. スポーツを楽しみながら健康づくりに取り組むことが

できる環境をつくります。 

5. 年齢・性別・障害や体力・技術の有無にかかわらず、

スポーツに親しむことができるインクルーシブなスポ

ーツ環境をつくります。 

Ⅱ 世界や全国で活

躍するトップア

スリートの育成 

1. アスリートの競技力向上と本県への定着を図ります。 

2. スポーツ医科学サポート体制の充実を図ります。 

3. 競技人口の裾野の拡大とジュニア選手の発掘・育成・

強化に取り組みます。 

4. スポーツ・インテグリティの確保に取り組みます。 

Ⅲ スポーツを資源

とした地域活性

化・交流拡大 

1. 大規模スポーツイベントの誘致・開催や地域密着型プ

ロスポーツの振興により、地域活性化等を図ります。 

2. 地域自らが地域資源を活用して交流拡大を図るスポー

ツツーリズム等の取組や、まちづくりの取組を促進し

ます。 

Ⅳ 地域のスポーツ

実施体制の整

備・充実 

1. 地域の人や組織の連携・協働体制を構築します。 

2. 地域スポーツの推進拠点、地域連携の結節点となる総

合型地域スポーツクラブを育成します。 

3. スポーツ環境の基盤となる場の充実を図ります。 

4. 中学校部活動の地域移行を契機とした、地域の実情に

応じた地域クラブの整備を促進し、新たなスポーツ環

境の構築につなげます。 

5. デジタル技術を活用して健康・運動活動を促進する仕

組みを構築します。 

            

４ SDGs の趣旨を踏まえた計画の推進                   

第２期プランは、SDGs の趣旨を踏まえて計画を推進することから、４つの施策

の柱の下に、関連する SDGs のゴールをアイコンで掲載しています。 
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第 ３ 章  施 策 の 展 開 
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施策の柱Ⅰ 多様な主体におけるスポーツ機会の創出      
 

   

   

 施策の方向                              

 

〇 こどもの各成長期やニーズ、適性も踏まえ、学校体育活動の充実や、身近な

地域におけるスポーツ機会の提供により、スポーツへの意欲向上や習慣化等に

取り組みます。 
 

主要施策１ こどものスポーツへの意欲向上や習慣化等に取り組みます。 

(1) 幼児・児童の遊びやレクリエーションの充実 

(2) 親子のスポーツ機会の提供 

(3) 多様なスポーツ機会の提供 

(4) 学校の体育・保健体育授業の充実 

(5) 総合型地域スポーツクラブ等と学校の連携  

 

 

〇 スポーツの価値の啓発に加え、企業における従業員の健康づくり等の促進や、

スポーツと他分野が連携した取組により、スポーツに親しみのない人々のスポ

ーツへの参加を促します。 
 

〇 トップレベルの競技の観戦などの「みるスポーツ」を含め、アーバンスポー

ツ等の新しいスポーツの機会や、スポーツ愛好者がスポーツを楽しむ機会を充

実させます。 
 

主要施策２ スポーツに親しみのない人々のスポーツ参加を促します。 

(1) スポーツの価値の啓発  

(2) 企業等の健康づくり・スポーツ活動の促進 

(3) 日常生活に取り入れやすい運動の普及 

(4) スポーツと他分野の連携による無関心層の運動促進 
 

主要施策３ スポーツ愛好者がスポーツを楽しむ機会を拡充します。 

(1) スポーツ情報の提供 

(2) 誰もが参加できるスポーツプログラムや大会の開催  

(3) アーバンスポーツ等の新しいスポーツ機会の提供 

(4) 「みるスポーツ」機会の充実  
 

主要施策４ スポーツを楽しみながら健康づくりに取り組むことができる環境をつ

くります。 

(1) 健康づくりや介護予防に効果的な運動の普及 

(2) 健康づくりの指導者育成   
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〇 年齢・性別・障害や体力・技術の有無にかかわらず、誰もが身近な場所で、

いつでも、交流しながらともに楽しめるスポーツ・レクリエーションの機会を

充実させるなど、インクルーシブなスポーツ環境の整備に取り組みます。 
 

主要施策５ 年齢・性別・障害や体力・技術の有無にかかわらず、スポーツに親し

むことができるインクルーシブなスポーツ環境をつくります。 

(1) 地域における、こどもから高齢者までのスポーツ機会の提供 

(2) 総合型地域スポーツクラブを拠点とする世代間の交流機会提供 

(3) 高齢者の運動・スポーツと世代間交流機会の提供 

(4) 障害者スポーツ教室等の実施 

(5) 受入側となるスポーツ関係者に対する研修の充実 

(6) レクリエーションスポーツやインクルーシブスポーツの普及  

 

 

 

現状と課題                              

 

〇 こどもの時期は、スポーツに対する考え方・意欲や、生涯にわたってスポー

ツに親しむための身体的能力等を構築するのに大きい役割を持つタイミング

です。 

しかし、こどもの興味・関心の多様化や生活習慣による影響等のさまざまな

要因から、年齢が上がるにつれてスポーツに対する興味や好意が減少する傾向

がみられ、運動習慣のないこどもが増加する傾向にあります。 

地域や学校、家庭が連携して、住んでいる地域や家庭の状況に関わらず、こ

どものニーズや適性を踏まえた運動・スポーツの機会を提供することが必要で

す。 

 

○ 本県 20 歳以上のスポーツ実施率は５割程度に留まっており、誰もが身近な

地域で、日常的にスポーツに親しんでいるとは言えません。働く世代や子育て

世代など、仕事や家事に忙しいため、思うようにスポーツに親しめない人や、

スポーツへの関心が低い人へのアプローチが重要です。 

  これらの人々が感じるスポーツへのハードルを下げ、スポーツ参加を促すと

ともに、その定着を図るためには、スポーツの楽しさを発信し、企業と連携し

た取組や、時間や場所にとらわれずに気軽に楽しめる運動を促進することが必

要です。 

  また、スポーツに無関心な人に対しては、他分野と連携した取組によりスポ

ーツへの関心を高め、運動を始めるきっかけを提供するとともに、自然と運動

に取り組めるよう促すことも有効です。 
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○ スポーツは多面的な効果や役割があり、健康・体力づくりや楽しみ・気晴ら

し、美容・肥満解消など、県民のスポーツ参加の目的は多様化しています。 

 県民のスポーツ参加を促進するためには、それぞれのスポーツへの親しみ度

や、スポーツに対する目的や志向に応じて「する・みる・ささえる」の観点か

ら、身近でスポーツに親しみ、継続的に参加できる環境づくりを進めていく必

要があります。 

 

○ 東京 2020 オリンピックでは、スケートボードや BMX フリースタイルなどの

アーバンスポーツが初めて正式競技として採用され、新しいスポーツに人々の

関心が高まりました。これまでのスポーツに魅力を感じていなかった人がスポ

ーツを楽しむきっかけとなっただけでなく、まちづくりや観光資源としての活

用等、地域活性化への効果にも着目されています。 

時代とともにスポーツの概念が変化する中、既存の手法や態様のみにとらわ

れることなく、環境や状況に応じて柔軟な発想で多様なスポーツの機会を提供

する必要があります。 

 

○ 誰もがスポーツに親しむことができる社会の実現に向けては、年齢・性別・

障害の有無や体力・技術、経済的事情、地域事情など、その状況によって、ス

ポーツに取り組むことをあきらめたり、望まずに途中で離れたりすることがな

いよう、それぞれの立場・状況に応じた施策を展開するのはもちろんのこと、

インクルーシブスポーツの普及など、誰もが身近な地域で「ともに」スポーツ

に親しむことができる環境の構築を進めることが重要です。 

 

▶ 参考１ こどものスポーツの状況 

・運動やスポーツが嫌いな児童生徒の割合 

・運動習慣のない児童生徒の割合 等 

 

▶ 参考２ 県民のスポーツの実施状況 

・本県 20歳以上のうち、週に１日以上定期的に運動・スポーツを実施している人の

割合 

・運動やスポーツをしない理由 

 ・世代による傾向 等 

 

▶ 参考３ 障害のある人の身近なスポーツ環境 

・障害者スポーツ教室の参加者数 

・障害の有無に関わらず、誰もが参加できるスポーツ教室やイベントの状況 等 
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 主要施策                               
 
 

 
(1) 幼児・児童の遊びやレクリエーションの充実  

幼児・児童の遊びやレクリエーションの重要性について、市町村をはじめ

とする関係者の理解や取組を促し、幼児期からの運動習慣定着を図ります。 

 

▶トピック 

スポーツの楽しさや幼児期の運動遊びについて 

 

(2) 親子のスポーツ機会の提供 

親子がともに楽しみながら参加できるスポーツイベント等の機会を提供

し、こどもや保護者の運動習慣を育むとともに、その重要性について、保護

者の理解を促します。 

 

(3) 多様なスポーツ機会の提供  

 多様なスポーツの体験を通じて、こどもが自分にあったスポーツに出会

う機会を提供し、地域における日常的な取組を促すことで、スポーツへの意

欲向上や習慣化につなげます。 

 

(4) 学校の体育・保健体育授業の充実 

 体育・保健体育授業の充実を通じて、運動やスポーツが好きな児童生徒を

増加させ、生涯にわたって豊かなスポーツライフを継続する資質・能力を育

みます。 

 

(5) 総合型地域スポーツクラブ等と学校の連携  

 学校部活動への指導者の派遣や児童・生徒の受入など、総合型地域スポー

ツクラブ等のスポーツ団体と学校の連携を促進します。 

 

 

 

 

 
  

 (1) スポーツの価値の啓発  

 スポーツを「みる」「する」「ささえる」ことによる効果のほか、地域活性

化において果たす役割など、スポーツの価値を広く啓発するとともに、スポ

ーツへの理解を促進し、スポーツ参加の動機づくりを行います。 

１ こどものスポーツへの意欲向上や習慣化等に取り組みます。 

２ スポーツに親しみのない人々のスポーツ参加を促します。
【新】 
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 (2) 企業等の健康づくり・スポーツ活動の促進  

 企業等における従業員の健康づくりやスポーツ活動の奨励などの取組を

促すことで、働く世代がスポーツに参加しやすい環境づくりを進めます。 
 

▶トピック 

にいがた健康経営推進企業登録制度について 
 

(3) 日常生活に取り入れやすい運動の普及 

時間をつくって運動場や体育館に足を運ばなくても、日常生活の中で身

体を楽しく動かすことができる運動の普及により、スポーツを身近な存在

にします。 

 

 (4) スポーツと他分野の連携による無関心層の運動促進 

 スポーツを活用した地域課題へのアプローチや運動に対するインセンテ

ィブの提供など、スポーツ以外の分野との連携により、スポーツに関心がな

い人の興味を惹きつけ、スポーツに触れるきっかけを創出します。 
 

 

 

 (1) スポーツ情報の提供  

県民に対し、ホームページやマスメディアを活用して積極的にスポーツ

情報を提供するとともに、ＳＮＳなどを通じて地域が自ら積極的に発信す

る取組を促進し、県民がスポーツ情報を容易に幅広く収集できる体制の充

実を図ります。 

 

(2) 誰もが参加できるスポーツプログラムや大会の開催  

楽しむことや交流を目的とし、誰もが参加できるスポーツプログラムや

大会の開催を支援し、スポーツ愛好者が楽しむ機会を充実させるとともに、

スポーツに親しみのない人に楽しさを伝え、参加を働きかける機会を創出

します。 

 

(3) アーバンスポーツ等の新しいスポーツ機会の提供 

アーバンスポーツ等の新しいスポーツの体験機会やその普及に向けた体

制の構築により、県民の多様なニーズに対応するとともに、スポーツの多面

的な効果を高めます。 

 

(4) 「みるスポーツ」機会の充実  

大規模スポーツイベントやプロスポーツなどの「みるスポーツ」の機会を

充実させ、県民にスポーツの感動を届けるとともに、スポーツへの関心を高

めます。 

３ スポーツ愛好者がスポーツを楽しむ機会を拡充します。 
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   (1) 健康づくりや介護予防に効果的な運動の普及 

  ながら運動など、 健康づくりや介護予防に効果的で手軽にできる簡単な

運動の普及を進めます。 

 

▶トピック 

ながら運動「ち～とばっか動効果（うごこうか）」について記載 

 

 (2) 健康づくりの指導者育成  

 健康運動指導士や健康運動実践指導者など、健康づくりのための運動指

導者を育成します。 

 

 

 

 
 

 

(1) 地域における、こどもから高齢者までのスポーツ機会の提供  

 地域において、こどもから高齢者までが様々なスポーツを体験し、スポー

ツの楽しさを実感できる機会を提供します。 

 

(2) 総合型地域スポーツクラブを拠点とする世代間の交流機会の提供  

     身近にある総合型地域スポーツクラブへの参加を促し、総合型地域スポ

ーツクラブを拠点として世代間の交流機会を提供し、こどもから高齢者ま

でが同じ場所に集い、共にスポーツを楽しめる環境づくりを進めます。 

 

 (3) 高齢者の運動・スポーツと世代間交流機会の提供  

高齢者が日常生活の中で気軽に運動・スポーツに親しめる環境をつくる

とともに、こどもに遊びを伝えるなどの世代間の交流機会を提供します。 

 

 (4) 障害者スポーツ教室等の実施 

スポーツ教室等を県内各地で実施することにより、障害者が身近な地域

でスポーツに親しむことができる機会を提供します。 

 

 (5) 受入側となるスポーツ関係者に対する研修の充実 

受入側となるスポーツ推進委員や総合型地域スポーツクラブ等への研修

を充実させることで、障害者に対して「どう接したらよいのか、どうサポー

４ スポーツを楽しみながら健康づくりに取り組むことができる
環境をつくります。 

５ 年齢・性別・障害や体力・技術の有無にかかわらず、スポー
ツに親しむことができるインクルーシブなスポーツ環境をつく
ります。 
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トしたらよいのか分からない」などの不安（心理的障壁）を取り除いて受入

れ体制を整えます。 

 

 (6) レクリエーションスポーツやインクルーシブスポーツの普及 

レクリエーションスポーツやインクルーシブスポーツなど、障害の有無

等に関わらず誰もが楽しめるスポーツの普及を通じて、誰もが身近な場所

で交流しながらともにスポーツに親しむことができる環境づくりを進めま

す。 

 

 

 成果指標                                

 

指 標 名 現 状 値 目標値（令和 14 年度） 

卒業後にも運動やスポ

ーツをしたいと思う児

童生徒の割合 

児童 87％ 

生徒 80％ 

（令和５年度） 

児童 90％ 

生徒 90％ 

本県 20 歳以上の週１

日以上のスポーツ実施

率  

48.1% 

(令和５年度) 
70％ 

障害のある人とない人

がともに参加している

スポーツ教室・イベン

ト等がある市町村数 

23 市町村 

（令和５年度） 
30 市町村 

 

※第２期プランにおける「本県 20歳以上の週１日以上のスポーツ実施率」の現状値は、スポー

ツ庁の「スポーツの実施状況等に関する世論調査」を再集計して把握しています。第１期プ

ランの成果指標である「本県成人（20歳以上）の週１日以上のスポーツ実施率」は県民アン

ケート結果により算出していたため、過年度の現状値は一致しません。 
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施策の柱Ⅱ 世界や全国で活躍するトップアスリートの育成      
 

   

   
 

 施策の方向                              
 
〇 ジュニア期から継続した指導体制の充実や優秀指導者の確保、スポーツ医科

学の活用に加え、競技人口の裾野の拡大やアスリートの発掘・育成・強化に取

り組みます。 
 

〇 アスリート及び指導者の本県への定着を図るため、アスリートと県内企業の

出会いの場の提供など、地域の企業等における雇用を促進する。 

 

主要施策１ アスリートの競技力向上と本県への定着を図ります。 

(1) ジュニア期から継続した指導体制の充実と育成・強化等 

(2) 優秀指導者の確保等  

(3) アスリート・指導者の県内定着に向けた雇用の促進 

(4) スポーツ顕彰制度の充実 

 

主要施策２ スポーツ医科学サポート体制の充実を図ります。 

(1) 健康づくり・スポーツ医科学センターの設置・運営 

(2) 県内外の関係機関等との連携連絡体制構築 

 

主要施策３ 競技人口の裾野の拡大とジュニア選手の発掘・育成・強化に取り組み

ます。 

(1) 競技体験機会の提供と適性のある種目での育成 

(2) ジュニア選手の発掘・育成・強化 

 

主要施策４ スポーツ・インテグリティの確保に取り組みます。 

(1) スポーツ団体のガバナンスを強化 

(2) アスリートへの暴力等不適切な行為やドーピングの防止 
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 現状と課題                              

 

○ 世界最高レベルの競技水準を有するスポーツ選手が集まるオリンピックに

出場する本県関係選手は、夏季大会では増加傾向にあります。 

また、2022 年の北京冬季大会では本県関係選手から初の金メダリストが誕生

し、県民に大きな夢と感動を与えました。 

しかし、国民スポーツ大会の本県総合得点は、近年伸び悩んでおり、本県の

競技スポーツの水準は、総じて高いとは言えない状況です。  

 

○ 本県の競技スポーツの水準を向上させるためには、ジュニア期からの継続し

た指導体制の充実やスポーツ医科学サポートによる選手の育成・強化、スポー

ツの健全な発展に向けたスポーツ・インテグリティの確保を図るとともに、生

活基盤の安定化やセカンドキャリア形成のための支援を行うことにより、選手

や指導者が安心して活動できる環境をつくり、県内外の優秀選手及び指導者の

確保と本県への定着を進めていく必要があります。  

 

〇 国は、「国際競技力の向上のためには、スポーツ医科学分野の研究・支援を推

進し、科学的根拠に基づく選手強化活動の充実が不可欠」としていますが、本

県では、スポーツ医科学の活用が一部の競技団体に留まっています。 

県内の競技力向上に向けて、より多くの競技団体が活用できるよう、医科学

サポート体制の充実を図る必要があります。 

 

〇 未来のトップアスリートを輩出するためには、ジュニア世代へのアプローチ

が重要ですが、少子化等の影響から、県内ジュニア選手の競技人口は減少傾向

にあります。 

次世代のアスリート輩出に向け、競技人口の裾野の拡大を図るとともに、継

続的な普及・発掘・育成に取り組む必要があります。 

 

 

▶ 参考１ 本県関係選手の国際大会出場実績 

 

▶ 参考２ 国民スポーツ大会における実績 

 

▶ 参考３ 社会人スポーツの状況 

 

▶ 参考４ ジュニア選手の状況 
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 主要施策                               
      

(1) ジュニア期から継続した指導体制の充実と育成・強化等 

 競技団体によるジュニア期からの一体的・継続的な指導体制の充実やア

スリートの合宿・遠征などの強化活動を支援するとともに、優秀指導者の確

保等に努め、持続的な競技力向上のサイクルを築きます。 

 

   (2) 優秀指導者の確保等  

国内外からのトップコーチの招へいやジュニア選手の育成経験が豊富な

指導者の配置のほか、県内指導者の情報共有の場の提供等を通じて、優秀指

導者の確保と質の向上を図ります。 

 

(3) アスリート・指導者の県内定着に向けた雇用の促進  

地域の企業や団体によるアスリート及び指導者の雇用促進やセカンドキ

ャリア支援により生活基盤を安定させることで、アスリート及び指導者の

県内への定着を図ります。 

 

(4) スポーツ顕彰制度の充実 

 国際大会等で特に優秀な成績を収めた選手等の功績を称え顕彰すること

により、更なる活躍につなげるとともに、情報発信を通じて、県民の関心を

高めます。 

 

 

 

 
  
   (1) 健康づくり・スポーツ医科学センターの設置・運営  

スポーツ医科学を核とした本県のスポーツ振興の拠点施設として、アス

リートのサポート体制の充実を図ります。 

 

(2)  県内外の関係機関等との連携連絡体制構築 

 本県におけるスポーツ医科学サポートの機能向上を図るため、先進的な

ノウハウを有するハイパフォーマンススポーツセンターをはじめ、県内外

の関係機関等と連携体制構築を図ります。 

 

 
 

２ スポーツ医科学サポート体制の充実を図ります。 

１ アスリートの競技力向上と本県への定着を図ります。 
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(1) 競技体験機会の提供と適性のある種目での育成 

 競技団体の連携等によるジュニア世代の競技体験機会の提供と適性のあ

る種目での育成を通じて、競技人口の裾野の拡大を図ります。 

 

 (2) ジュニア選手の発掘・育成・強化  

競技団体等が行うジュニア世代の発掘・育成・強化活動を支援するととも

にアスリートや専門的な知識を有する指導者による指導を通じて、未来のア

スリートを育成します。 

 

 
  
   (1) スポーツ団体のガバナンス強化  

     スポーツ団体のガバナンスを強化し、組織運営の透明化を図ります。 

 

 (2) アスリートへの暴力等不適切な行為やドーピングの防止  

     アスリートや指導者などに対するスポーツ・インテグリティ研修などによ

り、アスリートへの暴力等不適切な行為やドーピングの防止を図ります。 

 

 成果指標                               
 

指 標 名 現 状 値 
目標値 

（令和 14 年度） 

オリンピック・パラリ

ンピック・デフリンピ

ックの本県関係選手の

出場者数 

 

●オリンピック 

夏季 10 名（2024 パリ） 

冬季 11 名（2022 北京） 

●パラリンピック 

夏季  1 名（2024 パリ） 

冬季  1 名（2022 北京） 

●デフリンピック  

夏季  1 名（2022 ブラジル） 

冬季   1 名（2024 トルコ） 

直近大会の 

出場者数以上の人数 

国民スポーツ大会 

総合成績 

総合得点 828.0 点 

（令和６年） 

総合得点 

1,000 点以上 

３ 競技人口の裾野の拡大とジュニア選手の発掘・育成・強化に
取り組みます。 

４ スポーツ・インテグリティの確保に取り組みます。 
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施策の柱Ⅲ スポーツを資源とした地域活性化・交流拡大  
 

  

    

 施策の方向                               
 
○ 大規模スポーツイベントの誘致・開催、地域密着型プロスポーツの振興によ

り、県民の一体感の醸成を通じた地域の活性化を図るとともに、本県の魅力を

高め、その魅力を県内外へ発信します。 
 

主要施策１ 大規模スポーツイベントの誘致・開催や地域密着型プロスポーツの振

興により、地域活性化等を図ります。 

(1)  大規模スポーツイベントの誘致・開催 

(2)  地域密着型プロスポーツの振興 

(3)  地域密着型プロスポーツと連携したスポーツ教室等の開催 

 

 

○ スポーツ合宿の聖地づくりや地域の特色あるスポーツを活用したまちづく

りなど、地域自らが地域資源を活用して交流拡大を図るスポーツツーリズム等

の取組を促進します。 
 

主要施策２ 地域自らが地域資源を活用して交流拡大を図るスポーツツーリズム等

の取組や、まちづくりの取組を促進します。 

(1) スポーツ合宿の聖地づくりなど地域の取組の促進 

(2) スポーツを資源とした交流拡大の取組の促進 

(3) スポーツを活用したまちづくりの取組の促進 
 
 

 

 現状と課題                              
 
〇 これまで、本県では、関係機関と連携し、サッカー日本代表戦等の大規模ス

ポーツイベントの誘致・開催や地域密着型プロスポーツの振興などにより、ス

ポーツを活かした交流人口の拡大に取り組んできました。 

しかし、本県のスポーツを目的とした観光入込客数は、令和２年以降、新型

コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、大幅に減少しました。 

 

○ 新潟県には、様々なスポーツ競技に係る人材、施設、国際大会の開催実績、

運営ノウハウの蓄積のほか、豊富な積雪に加え、海、山、川等の多様な自然環

境や特色ある歴史・文化、匠の技、食といった豊富な地域資源もあります。  
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○ こうした資源を有効活用し、地域における受入体制づくりによるスポーツ合

宿誘致や、多様な自然環境を活用したスポーツの普及や交流拡大、まちづくり

の取組により、地域の魅力を高めるとともに、大規模スポーツイベントの誘致・

開催、地域密着型プロスポーツの振興により、新潟のスポーツの魅力を高め、

その魅力を発信することが求められています。 

 

▶ 参考１ スポーツ合宿の受入状況について 

 

▶ 参考２ 県内のスポーツ資源について 

 

▶ 参考３ 大規模スポーツイベントの誘致・開催状況 

 

▶ 参考４ 地域密着型プロスポーツについて  

 

 

 

 

 主要施策                               

 

 
   

(1) 大規模スポーツイベントの誘致・開催  

大規模スポーツイベントの誘致・開催により、県民にトップレベルの競技

を観戦する機会を提供し、「みるスポーツ」を一層定着させることでスポー

ツ文化の醸成を図るとともに、県内外の交流人口の拡大を図ります。 

 

(2) 地域密着型プロスポーツの振興 

地域密着型プロスポーツの振興により、県民にプロスポーツを身近で観

戦できる機会を提供し、県民の地元チームを応援する気運やふるさとへの

愛着心と自信をつくりだすとともに、地域密着型プロスポーツチームを新

潟県のスポーツ振興のシンボルとして県内外へ発信します。 

 

(3) 地域密着型プロスポーツと連携したスポーツ教室等の開催  

地域密着型プロスポーツ振興に向けては、地域密着型プロスポーツチー

ムと連携し、プロ選手による青少年を対象としたスポーツ教室、競技会等の

イベントを開催することにより、ファン層の底辺拡大に取り組み、スポーツ

の振興と地域の活性化を図ります。 

１ 大規模スポーツイベントの誘致・開催や地域密着型プロスポ
ーツの振興により、地域活性化等を図ります。 
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    (1) スポーツ合宿の聖地づくりなど地域の取組の促進  

地域内又は広域的な連携のあり方や地域の実情や目的に応じた組織体

制、情報発信といったスポーツ合宿の聖地づくりに向けた受入体制づくり

などの取組を促進します。 

 

    (2) スポーツを資源とした交流拡大の取組の促進 

地域が自らその魅力を高め、交流拡大を推進していけるよう、多様な自

然環境を活用したスポーツの普及や、地域のスポーツ資源を活かしたスポ

ーツツーリズムなどの取組を促進します。 

 

(3) スポーツを活用したまちづくりの取組の促進  

地域の特色あるスポーツを活用した社会課題への対応等のまちづくり

の取組を促進することにより、スポーツを通じた地域や社会の活性化を図

ります。 

 

 

 成果指標                               
 

指 標 名 現 状 値 目標値（令和 14 年度） 

スポーツ目的の観光入

込客数 

12,663 千人 

（令和５年度） 

16,938 千人 

（令和 14 年度） 

 

  

２ 地域自らが地域資源を活用して交流拡大を図るスポーツツー
リズム等の取組やまちづくりの取組を促進する。 
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施策の柱Ⅳ 地域のスポーツ実施体制の整備・充実        
 

 

     

 施策の方向                               
 
○ 住民や行政、スポーツ関係団体、企業、教育・観光分野等、地域全体が連携・

協働し、スポーツを推進する体制を構築するとともに、地域スポーツの推進拠

点、地域連携の結節点となる総合型地域スポーツクラブの認知度向上や連携促

進に取り組みます。 
 

主要施策１ 地域の人や組織の連携・協働体制を構築します。 

(1) スポーツの価値の啓発や地域の情報発信の促進 

(2) 地域の関係者が連携・協働するための基盤づくり 

(3)  企業のスポーツ推進活動への参画促進 
 

主要施策２ 地域スポーツの推進拠点、地域連携の結節点となる総合型地域スポー

ツクラブを育成します。 

(1) 総合型地域スポーツクラブの連携促進  

(2) 総合型地域スポーツクラブの認知度向上 

(3) 総合型地域スポーツクラブの人材育成 

 

 

○ 県立社会体育施設をはじめとしたスポーツ施設や学校体育施設について、身

近で気軽にスポーツを行える場の提供につながるよう、利用者の視点等を踏ま

え整備・利活用を促進します。 
 

主要施策３ スポーツ環境の基盤となる場の充実を図ります。 

(1) 社会体育施設等の県立スポーツ施設の整備・利活用  

(2) 学校体育施設等の利活用 

 

 

○ 中学校の部活動に代わる地域クラブ活動への移行に係る関係者の連携強化

や市町村の取組への支援を通じて、地域の実情に応じた地域クラブの整備を促

進するとともに、地域移行も契機とした地域の新たなスポーツ環境の構築につ

なげます。 
 

主要施策４ 中学校部活動の地域移行を契機とした、地域の実情に応じた地域クラ

ブの整備を促進し、新たなスポーツ環境の構築につなげます。 

(1) 関係者の連携強化や市町村の主体的な取組の促進 

(2) 生徒のニーズや地域の実情に応じた地域クラブの構築 
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○ デジタル技術を活用した健康・運動活動に取り組むことができる仕組みづく

りなどにより、県民の運動習慣定着を促進します。 
 

主要施策５ デジタル技術を活用して健康・運動活動を促進する仕組みを構築しま

す。 

(1) スマートフォンアプリを活用した健康・運動活動の促進 

 

 

 

 

 現状と課題                              
 
○ 少子高齢化などを背景に、人材、施設、資金といった資源が限られる中、地

域のスポーツ振興に向けて効果的な取組を行うためには、行政、総合型地域ス

ポーツクラブ、スポーツ推進委員、スポーツ団体などのスポーツ推進組織がそ

れぞれの資源を持ち寄り、一層連携して取り組むことが必要です。 

 

○ スポーツ振興を地域活性化につなげるためには、スポーツ推進組織のみなら

ず、地域住民をはじめ、企業、学校・保育所、健康福祉・観光分野など、地域

全体がスポーツの価値と自身の役割を理解し、スポーツ振興に向けた連携の輪

に主体的に参画することが求められます。 

 

〇 地域スポーツの推進拠点であり、地域連携の結節点となる総合型地域スポー

ツクラブでは、地域課題の解決に向けて市町村と連携・協働して取り組むクラ

ブと、活動がスポーツ教室等の実施に留まっているクラブの二極化が続いてい

ます。 

連携・協働が進まないクラブの底上げを図るとともに、クラブの認知度向上

を図る必要があります。 

 

〇 県民のスポーツ活動をさらに推進するためには、利用者の視点等を踏まえた

スポーツ施設の整備・利活用、学校体育施設の利活用等を図りながら、身近で

気軽にスポーツを行える場を充実させる必要があります。 

 

〇 学校部活動は、スポーツに興味・関心のある生徒が自主的に参加し、多様な

学びの場として、教育的意義を有しています。しかし、少子化が進む中で、学

校や地域によっては学校部活動の存続が厳しい状況にあります。生徒の豊かな

スポーツ活動を実現するためには、学校と地域との連携・協働により、持続可

能なスポーツ活動環境を整備する必要があります。 

 



29 
 

〇 健康・ウォーキングアプリ等のデジタルツールは、時間や場所にとらわれず

に運動・スポーツに参加する機会を拡大するのに有効ですが、その浸透を図る

ためには、市町村や企業等の多様な主体がこれらのツールを活用した運動・ス

ポーツの取組を推進することが重要です。 

 

▶ 参考１ 総合型地域スポーツクラブの活動状況 

 

▶ 参考２ スポーツ推進委員、スポーツコミッション、スポーツ団体の活動状況 

 

▶ 参考３ 県立社会体育施設の状況 

 

▶ 参考４ 中学校部活動の地域移行を契機とした新たな地域クラブの設置状況 

 

 

 

 

 

 主要施策                               

 
   

(1) スポーツの価値の啓発や地域の情報発信の促進  

スポーツの価値や魅力の普及に向けた啓発やイベント情報の発信を積極

的に行うとともに、マスメディアやＳＮＳなどを通じて地域自らが積極的

に発信する取組を促進することで、スポーツ振興の意義についての地域全

体の理解を促します。 

 

   (2) 地域の関係者が連携・協働するための基盤づくり 

総合型地域スポーツクラブ、スポーツ推進委員協議会、スポーツ協会、レ

クリエーション協会、障害者スポーツ協会、スポーツコミッションなどのス

ポーツ団体と、住民・地域組織や行政、教育・研究機関、民間組織、企業、

健康福祉・環境・観光などの他分野が協働し、様々な地域課題の解決に向け、

スポーツを活用した事業を行うための基盤をつくります。 

 

   (3) 企業のスポーツ推進活動への参画促進  

企業によるスポーツ支援によって地域が活性化することの理解促進を図

り、企業のスポーツ推進活動への参画を促します。 

 

１ 地域の人や組織の連携・協働体制を構築します。 
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(1) 総合型地域スポーツクラブの連携促進  

新潟県広域スポーツセンターを通じて、総合型地域スポーツクラブの設

立や運営に必要なノウハウ等の情報提供を行うとともに、クラブ間のネッ

トワークづくりや地域との連携を促進します。 

 

   (2) 総合型地域スポーツクラブの認知度向上 

総合型地域スポーツクラブの活動内容等について広く情報発信し、県民

の理解を促すとともに、「総合型地域スポーツクラブ登録・認証制度」につ

いて、クラブの登録と市町村等による活用を促すことにより、総合型地域ス

ポーツクラブの認知度向上を図ります。 

 

▶トピック 

総合型地域スポーツクラブ登録・認証制度について記載 

 

   (3) 総合型地域スポーツクラブの人材育成 

総合型地域スポーツクラブによる研修会の実施や経営課題への取組の支

援を通じて、総合型地域スポーツクラブの運営の中心となる人材の育成や

資質向上を図ります。 

 

 

 

 
   

(1) 社会体育施設等の県立スポーツ施設の整備・利活用  

県民のスポーツ活動を推進するため、利用者の視点等を踏まえたスポー

ツ施設等の整備を行うとともに、積極的な利活用を促進します。 

 

(2) 学校体育施設等の利活用  

地域のスポーツ活動の拠点施設として、市町村のスポーツ施設や社会体 

育施設のほか、県立学校体育施設の積極的な利活用により、身近で気軽にス 

ポーツを行える場を提供します。 

 

 

 

２ 地域スポーツの推進拠点、地域連携の結節点となる総合型地
域スポーツクラブを育成します。 

３ スポーツ環境の基盤となる場の充実を図ります。 
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(1) 関係者の連携強化や市町村の主体的な取組の促進 

 市町村へ国や県の方針等を周知するとともに、スポーツ協会、競技団体、

医療分野等の関係者との連携を強化し、広域連携を含めた市町村の主体的

な取組を促進します。 

 

   (2) 生徒のニーズや地域の実情に応じた地域クラブの構築 

 地域移行に向けた県内外の優良事例の普及などにより、生徒のニーズや

地域の実情に応じた地域クラブの構築を促進します。 

 

▶トピック 

「中学校部活動の地域移行」について記載 

 

 

 
  

 
 
   (1) スマートフォンアプリを活用した健康・運動活動の促進  

 スマートフォンアプリを活用して県民の健康・運動活動にインセンティ

ブを付与するとともに、市町村や企業等と連携してその利活用を図ること

により、県民の運動習慣の定着を促進します。 

 

▶トピック 

「にいがたヘルス＆スポーツマイレージ事業」について記載 

 

 

  

４ 中学校部活動の地域移行を契機とした、地域の実情に応じた
地域クラブの整備を促進し、新たなスポーツ環境の構築につな
げます。 

５ デジタル技術を活用して健康・運動活動を促進する仕組みを
構築します。 
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第 ４ 章  推 進 体 制 
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１ プランの推進体制                             
 

○ 毎年、県の附属機関である新潟県スポーツ推進審議会を開催し、プランの実

践に向けた具体的な取組や役割の検討、進捗状況の確認、実績の評価、プラン

の見直しを行っていきます。 

 

〇 主要施策の進捗や成果を具体的かつ定量的に把握するために、施策指標（サ

ブ指標）を別途設け、第２期プランの成果指標と合わせて新潟県スポーツ推進

審議会に報告します。 

 

 

 

２ 公表                               
 

○ 新潟県スポーツの推進に関する条例第 18 条に基づき、毎年度、プランに基づ

く施策など、スポーツの推進に関し講じた施策の状況をとりまとめ、公表しま

す。 
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第 ５ 章  参 考 資 料 
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１ 策定体制                            
 

（１）スケジュール 

 

時 期 主 な 内 容 

令和６年６月 13 日 

第１回新潟県スポーツ推進審議会 

 ・諮問 

 ・次期プラン策定の概要 

・現プランの評価等 

令和６年８月７日 

第２回新潟県スポーツ推進審議会 

 ・論点整理 

 ・骨子粗案 

令和６年 10 月 25 日 

第３回新潟県スポーツ推進審議会 

 ・素案のたたき台 

・素案たたき台の指標 

・素案たたき台の概要 
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（２）新潟県スポーツ推進審議会委員名簿 
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２ 第１期「新潟県スポーツ推進プラン」の概要と検証                           
 

（１）第１期プランの概要 

ビジョン 「県民がスポーツを通じて豊かな生活を送る社会」の実現 

目    標 「スポーツ振興と地域活性化の好循環」の創出 

期    間 平成 28 年度～令和６年度（９年間） 

施策の柱 主要施策 

１ 地域全体が主

体的に連携・協

働する仕組みづ

くり 

 

1. スポーツ振興の意義についての理解促進を図り、スポ

ーツへの主体的な取組を促します。 

2. 地域の人や組織間の連携・協働体制を構築します。 

3. 地域スポーツの推進拠点、地域連携の結節点となる総

合型地域スポーツクラブを育成します。 

２ 競技力向上と

スポーツへの親

しみ度に応じた

施策の推進 

1. アスリートの競技力向上と本県への定着を図ります。 

2. スポーツ愛好者がスポーツを楽しむ機会を拡充しま

す。 

3. スポーツに親しみのない人々のスポーツ参加を促しま

す。 

３ 年齢・性別・

障害の有無等に

応じた施策の推

進 

1. 全ての世代がスポーツを楽しむことができる環境をつ

くります。 

2. スポーツを楽しみながら健康づくりに取り組むことが

できる環境をつくります。 

3. スポーツや遊びを通じて子どもの身体づくり、体力づ

くりを進めます。 

4. スポーツを通じて高齢者の生きがいづくりや社会参加

を進めます。 

5. 体力や技術に自信がない人やスポーツが苦手な人でも

スポーツを楽しむことができる環境をつくります。 

6. 障害者が身近な場所や機会にスポーツに親しむことが

できる環境をつくります。 

４ 地域資源を活

用した受入体制

づくりと新潟県

のスポーツの魅

力発信 

1. 地域資源を活用して自ら価値を生み、来訪者を集める

取組を促進します。 

2. 大規模スポーツイベントの誘致・開催、地域密着型プ

ロスポーツの振興により、新潟のスポーツの魅力を高

めます。 

3. 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契

機としたスポーツ振興・地域活性化の取組を進めま

す。 

 



38 
 

（２）第１期プラン成果指標の検証 
 
 

 

●関連する施策 

施策の柱２ 競技力向上とスポーツへの親しみ度に応じた施策の推進 

 

●数値目標 

指 標 名 目 標 現 状 値 

国体（国民スポーツ大

会）総合成績 

10 位台を定着させる。 

（令和６年） 

36 位 

（令和５年） 

 

 ●成果指標の推移 

＜国体（国民スポーツ大会）総合成績の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国体（国民スポーツ大会）総合成績は、平成 28 年には成年女子及び少年男

子の団体種目等が健闘し、17 位となりましたが、それ以降は目標の 10 位台

には届かない状況が続いています。 

 

  

成果指標１ 国体（国民スポーツ大会）総合成績 
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●関連する施策 

施策の柱２ 競技力向上とスポーツへの親しみ度に応じた施策の推進 

施策の柱３ 年齢・性別・障害の有無等に応じた施策の推進 

 

●数値目標 

指 標 名 目 標 現 状 値 

本県成人の週１日以上 

のスポーツ実施率 

65%とする。 

（令和６年度） 

51.2% 

（令和４年度） 

 

 ●成果指標の推移 

＜本県成人の週１日以上のスポーツ実施率の推移＞ 

（％） 

 

出典：県民アンケート「スポーツに対する意識及び実施状況について」 

 

本県 20 歳以上のスポーツ実施率は近年大きく上昇しているものの、５割程

度に留まっており、目標値には届いていません。 

 

  

34.3 

38.3 

37.3 38.2 

41.6 

32.7 

40.7 

49.9 51.2 

20
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35

40

45
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55

60

65

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

成果指標２ 本県成人（20 歳以上）の週１日以上のスポーツ実施率 
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●関連する施策 

施策の柱３ 年齢・性別・障害の有無等に応じた施策の推進 

 

●数値目標 

指 標 名 目 標 現 状 値 

本県児童生徒の 

体力テスト数値 

〇全国平均値以上を維持

する。 

〇児童生徒の体力が最も

高いとされている昭和

60 年頃の水準を超える。 

（令和６年度） 

〇小５男子の 50m 走を除

き、全国平均値を上回っ

ている。 

〇反復横とびを除き昭和

60 年度の全国平均値を

下回っている。 

（令和５年度） 

 

 ●種目別の状況 

＜児童生徒の体力テスト数値＞ 

 

  
※全国平均値を 50 とした場合の本県平均値 ※昭和 60 年度全国平均値を 50 とした場合の本県

平均値 

 

出典：「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（スポーツ庁） 

 

令和５年度の児童生徒の体力テスト数値は、小５男子の 50m 走を除き、全

国平均値を上回りました。 

一方で、最も児童生徒の体力が高いとされる昭和 60 年度の全国平均値と比

べると、反復横とびを除き昭和 60 年代全国平均値を下回っています。 

  

成果指標３ 本県児童生徒の体力テスト数値 
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●関連する施策 

施策の柱３ 年齢・性別・障害の有無等に応じた施策の推進 

 

●数値目標 

指 標 名 目 標 現 状 値 

障害のある人とない人

がともに参加している

スポーツ教室・イベン

ト等がある市町村数 

30 市町村とする。 

（令和６年度） 

23 市町村 

（令和５年度） 

 

※令和４年３月に成果指標として追加 

 

 ●成果指標の推移 

＜障害のある人とない人がともに参加しているスポーツ教室・イベント等があ

る市町村数の推移＞ 

 

 

 

出典：新潟県スポーツ課、障害福祉課調べ 

 

障害のある人とない人がともに参加している教室等がある市町村は、成果

指標追加時に比べて大きく増加しましたが、一方で約 1/3 の市町村において

指標に基づく取組が行われていません。 

  

9

15

22
23

0

5

10

15

20

25

30

R2 R3 R4 R5

(団体) 

成果指標４ 障害のある人とない人がともに参加しているスポーツ教

室・イベント等がある市町村数 
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●関連する施策 

施策の柱４ 地域資源を活用した受入体制づくりと新潟県のスポーツの魅力発

信 

 

●数値目標 

指 標 名 目 標 現 状 値 

大規模スポーツイベン

トの観戦者数 

平成 26 年度（基準年）

と比較し増加させる。 

（令和６年度） 

711 千人 

（令和５年度） 

 

 ●成果指標の推移 

＜大規模スポーツイベントの観戦者数＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新潟県スポーツ課調べ 

 

大規模スポーツイベントの観戦者数は、新型コロナウイルスの影響により

令和２年度には大きく減少しましたが、その後は段階的に回復し、令和５年

度には、基準年である平成 26 年度の 696 千人を上回り、目標を達成しまし

た。 
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0
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（千人）

成果指標５ 大規模スポーツイベントの観戦者数 
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３ 新潟県スポーツの推進に関する条例                           

平成 31 年 3 月 29 日 

新潟県条例第 48 号 

スポーツは、県民の心身の健康の保持増進、運動能力の向上、精神的な充足感の

獲得等に寄与するとともに、ふるさと新潟で育ったスポーツ選手のひたむきに取り

組む姿と活躍によって、県民に夢と感動を与え、地域社会に活力を生み出すなど、

大きな力を有している。 

 また、スポーツを行い、観覧し、又は支えることは、家族、仲間等との触れ合い

はもとより、地域の連帯感を育み、希薄化した人間関係がもたらす様々な弊害を抱

える現代社会において、その絆きずなを再構築するうえで欠かせないものとなって

いる。 

 このようなスポーツの果たす役割の重要性に鑑み、私たちは、スポーツが有する

県民生活及び地域社会における意義について理解を深め、スポーツに関する施策を

効果的に推進することにより、心身の健康の保持増進による県民の健康寿命の延伸、

心豊かで活力に満ちた県民生活の形成及び地域の特性を生かした魅力ある社会の

実現に取り組むことを決意し、ここに条例を制定する。 

 

(目的) 

第 1 条 この条例は、スポーツの推進に関し、基本理念を定め、県の責務及びスポ

ーツ関係団体等(競技団体、スポーツ産業の事業者その他のスポーツの振興のた

めの活動を行う個人又は団体をいう。以下同じ。)の役割を明らかにするととも

に、スポーツに関する施策の基本となる事項を定めることにより、スポーツに関

する施策を効果的に推進し、もって心身の健康の保持増進による県民の健康寿命

の延伸、心豊かで活力に満ちた県民生活の形成及び地域の特性を生かした魅力あ

る社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

(基本理念) 

第 2 条 スポーツの推進は、県、市町村、スポーツ関係団体等の適切な役割分担及

び相互の連携並びに県民の理解と協力の下に、次の事項を基本として、行われな

ければならない。 

(1) 県民が生涯にわたり体力、適性、健康状態等に応じて、スポーツを行い、観

覧し、又は支えることができ、その価値及び意義を実感できること。 

(2) スポーツを通じて、心身の健康の保持増進による健康寿命の延伸が図られる

とともに、スポーツを行う者の安全の確保に必要な配慮がなされること。 

(3) スポーツを通じて、子どもの心身の成長の過程における体力及び運動能力の

向上が図られるとともに、社会性、規範意識等が養われ、豊かな人間性が育ま

れること。 

(4) 障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種類
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及び程度に応じ必要な配慮がなされるとともに、スポーツが障害者の自立及び

社会参加を促進すること。 

(5) スポーツ選手の育成、指導者の養成及び資質の向上、スポーツの施設及び設

備の整備又は有効活用等競技水準の向上に資する環境の整備が図られること。 

(6) 豊かな自然環境を活用したスポーツの普及が図られること。 

(7) スポーツを通じて、県民の一体感及び活力の醸成並びに人と人との交流の促

進が図られること。 

 

(県の責務) 

第 3 条 県は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、スポ

ーツの推進に関する施策を実施する責務を有する。 

 

(市町村への支援及び協力) 

第 4 条 県は、スポーツの推進に果たす市町村の役割の重要性に鑑み、市町村が実

施するスポーツの推進に関する施策について、必要な支援及び協力を行うもの

とする。 

 

(スポーツ関係団体等の役割) 

第 5 条 スポーツ関係団体等は、基本理念にのっとり、それぞれの実情に応じてス

ポーツの普及及び持続的発展の推進、競技水準の向上等スポーツの推進に資す

る活動に主体的に取り組むよう努めるものとする。 

2 スポーツ関係団体等は、県及び市町村が実施するスポーツの推進に関する施策

に協力するよう努めるものとする。 

 

(県民の協力) 

第 6 条 県民は、基本理念にのっとり、スポーツが有する県民生活及び地域社会に

おける意義について理解を深め、県及び市町村が実施するスポーツの推進に関

する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

(財政上の措置) 

第 7 条 県は、スポーツに関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ず

るよう努めるものとする。 

 

(生涯スポーツの推進) 

第 8 条 県は、県民が生涯にわたり体力、適性、健康状態等に応じて、スポーツを

行い、観覧し、又は支えることができるよう、多様なスポーツに参加する機会

の確保、地域においてスポーツを行うための環境の整備その他の必要な施策を

講ずるものとする。 
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(健康寿命の延伸) 

第 9 条 県は、スポーツを通じた心身の健康の保持増進、体力の向上、疾病の予防

等による県民の健康寿命の延伸に寄与するため、適切な情報の提供その他の必

要な施策を講ずるものとする。 

 

(安全で安心なスポーツの推進) 

第 10 条 県は、県民が安全で安心してスポーツを行うことができるよう、スポー

ツにおける指導者その他指導的立場にある者による選手への暴力等の行為を防

止し、並びにスポーツ事故その他スポーツによって生ずる外傷、障害等の防止

及び軽減を図ることとし、スポーツの指導者等の研修の実施、スポーツにおけ

る安全の確保に関する知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

(子どものスポーツの推進等) 

第 11 条 県は、体力及び運動能力の向上並びに社会性、規範意識等が養われ、豊

かな人間性が育まれるよう、市町村、学校、スポーツ関係団体等、家庭及び地

域社会と連携し、子どもがスポーツに積極的に参加することができる環境の整

備その他の子どものスポーツの推進に関し必要な施策を講ずるものとする。 

2 県は、学校における体育及び運動部活動等の持続的発展の推進を図るため、地

域の実情に応じた環境の整備、児童及び生徒の発達段階に応じた体育及び運動

部活動等に関する指導の充実、地域におけるスポーツの指導者の活用その他の

必要な施策を講ずるものとする。 

 

(障害者のスポーツの推進等) 

第 12 条 県は、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、

その障害の種類及び程度に応じて、スポーツに参加する機会の提供、安全の確

保その他の必要な施策を講ずるものとする。 

2 県は、障害者の自立及び社会参加を促進するため、障害者の行うスポーツの普

及に関し配慮するものとする。 

 

(競技水準の向上) 

第 13 条 県は、県のスポーツ選手(県内に活動の拠点を置き、又は現に居住し、若

しくは居住していたスポーツ選手をいう。以下同じ。)がオリンピック競技大

会、パラリンピック競技大会その他の国際的な規模のスポーツの競技会又は全

国的な規模のスポーツの競技会において、健全な心身の下に優秀な成績を収め

ることができるよう、県のスポーツ選手及びその指導者の計画的な育成、ドー

ピングの防止、スポーツ医・科学(医学、歯学、生理学、心理学、力学、栄養学
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等のスポーツに関する諸科学をいう。)の活用その他の必要な施策を講ずるもの

とする。 

 

(スポーツ施設等の整備又は有効活用) 

第 14 条 県は、県民のスポーツを行う場の充実を図るため、市町村と連携して、

スポーツの施設及び設備の整備又は有効活用に資する取組その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

 

(自然環境を活用したスポーツの普及) 

第 15 条 県は、豊富な積雪に加え、海、山、川等の多様な自然環境を活用したス

ポーツの普及のために必要な施策を講ずるものとする。 

 

(県民の一体感及び活力の醸成等) 

第 16 条 県は、スポーツを通じて、県民の一体感及び活力の醸成を図るため、県

民と県のスポーツ選手等との交流、県のスポーツ選手又は県内に活動の拠点を

置くスポーツチームが出場する競技会の観覧の機会の提供その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

2 県は、スポーツを通じて、人と人との交流の促進を図るため、スポーツの競技

会の開催及び合宿の誘致その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

(連携協力体制の整備) 

第 17 条 県は、スポーツに関する施策を効果的に推進するため、県、市町村、学

校、スポーツ関係団体等、県民等が意見を交換し、並びに相互に連携し、及び

協力することができる体制を整備するものとする。 

 

(公表) 

第 18 条 知事は、毎年度、スポーツの推進に関し講じた施策の状況を取りまと

め、公表するものとする。 

 

附 則 

(施行期日) 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

(検討) 

2  県は、この条例の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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４ 県民アンケート調査結果                           

 

 

（令和６年度県民アンケート調査結果を掲載） 
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